
議案第８１号 

 

北本市手数料条例の一部改正について 

 

 北本市手数料条例の一部を次のように改正する。 

 

 

平成２４年１１月２８日 提出 

 

 

北本市長 石 津 賢 治 

 

 

   北本市手数料条例の一部を改正する条例 

 

北本市手数料条例（平成１２年条例第９号）の一部を次のように改正

する。 

第２条第１項中第７３号を第７５号とし、第２６号から第７２号まで

を２号ずつ繰り下げ、同項第２５号中「（平成１１年法律第８１号）」

を削り、「当該共同住宅等において申請をしようとする住戸の合計数」

を「申請住戸数」に改め、同号を同項第２７号とし、同項第２４号の次

に次の２号を加える。 

(25) 都市の低炭素

化の促進に関す

る法律（平成２

４年法律第８４

号）第５３条第

１項の規定によ

る認定の申請に

対する審査 

低炭素建築物新

築等計画の認定

申請手数料 

申請１件につき次のア及びイ

に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ当該ア及びイに定め

る額を合算して得た額 

ア 低炭素建築物新築等計画

が都市の低炭素化の促進に

関する法律第５４条第１項

各号に掲げる基準に適合し

ていることを示す書類（住



宅の品質確保の促進等に関

する法律（平成１１年法律

第８１号）第５条第１項に

規定する登録住宅性能評価

機関又はエネルギーの使用

の合理化に関する法律（昭

和５４年法律第４９号）第

７６条第１項に規定する登

録建築物調査機関が作成し

たものに限る。）が提出さ

れた場合 次の (ア)から (ウ)ま

でに掲げる建築物の区分に

応じ、それぞれ当該 (ア)から

(ウ)までに定める額を合算し

て得た額 

 (ア) 一戸建ての住宅あ５，

０００円 

 (イ) 住宅用途を含む建築物

の住戸部分あ次の表の左

欄 に 掲 げ る 申 請 住 戸 数

（申請に係る住戸を含む

１の建築物の住戸のうち

同時に申請された住戸の

数をいう。以下同じ。）

に応じ、それぞれ同表の

右欄に掲げる額 

申請住戸数 手数料の額 

１戸 ５ ， ０ ０ ０

円 

２ 戸 以 上 ５

戸以内 

１ ０ ， ０ ０

０円 



６ 戸 以 上 １

０戸以内 

１ ８ ， ０ ０

０円 

１ １ 戸 以 上

２５戸以内 

３ １ ， ０ ０

０円 

２６戸以上 ５ ２ ， ０ ０

０円 

(ウ) 住宅用途を含む建築物

（住戸部分を除く。）及

び非住宅建築物あ次の表

の左欄に掲げる床面積の

合計の区分に応じ、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる

額 

床面積の合計 手数料の額 

３００平方メ

ートル以内 

１０，００

０円 

３００平方メ

ートルを超え

５００平方メ

ートル以内 

３１，００

０円 

イ アに規定する場合以外の

場合あ次の (ア)から (エ)までに

掲 げ る 建 築 物 の 区 分 に 応

じ、それぞれ当該 (ア)から (エ)

までに定める額を合算して

得た額 

 (ア)  一 戸 建 て の 住 宅  ３

８，０００円 

 (イ) 住宅用途を含む建築物

の住戸部分あ次の表の左

欄に掲げる申請住戸数に



応じ、それぞれ同表の右

欄に掲げる額 

申請住戸数 手数料の額 

１戸 ３ ８ ， ０ ０

０円 

２ 戸 以 上 ５

戸以内 

６ ６ ， ０ ０

０円 

６ 戸 以 上 １

０戸以内 

９ ６ ， ０ ０

０円 

１ １ 戸 以 上

２５戸以内 

１ ４ ０ ， ０

００円 

２６戸以上 ２ ０ ３ ， ０

００円 

 (ウ) 共同住宅の共用部分あ

１１１，０００円 

(エ) 住宅用途を含む建築物

の住宅用途以外の部分及び

非住宅建築物あ次の表の左

欄に掲げる床面積の合計の

区分に応じ、それぞれ同表

の右欄に掲げる額 

床面積の合計 手数料の額 

３００平方メ

ートル以内 

２５０，０

００円 

３００平方メ

ートルを超え

５００平方メ

ートル以内 

４１２，０

００円 



(26)  都市の低炭素

化の促進に関す

る法律第５５条

第１項の規定に

よる認定の申請

に対する審査 

低炭素建築物新

築等計画の変更

の認定申請手数

料 

前号ア及びイに掲げる建築物

の区分に応じ、それぞれ当該

ア及びイに規定する額に２分

の１を乗じて得た額を合算し

て得た額 

 第２条第２項中「前項第３０号ア」を「前項第３２号ア」に改め、同

条第３項中「第１項第３２号」を「第１項第３４号」に改め、同条第４

項中「第１項第４３号」を「第１項第４５号」に改める。 

 第３条第１項中「前条第１項第４３号」を「前条第１項第４５号」に

改める。 

 第５条第４項及び第５項中「第２条第１項第３０号」を「第２条第１

項第３２号」に、「第３２号」を「第３４号」に改め、同条第８項中

「第２条第１項第４４号から第７３号まで」を「第２条第１項第４６号

から第７５号まで」に改める。 

 附則第４項中「第２条第１項第６４号」を「第２条第１項第６６号」

に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８１号参考資料 
 

北本市手数料条例の一部を改正する条例新旧対照表 
 

（下線は改正部分） 
現             行 改      正      案 

（手数料の納付） 
第２条 市長（市長の命ずる建築主事を含む。）に対して申

請等をしようとする者は、次の各号に定めるところによ

り、手数料を納付しなければならない。この場合において、

当該手数料の金額は、特別の計算単位の定めのあるものに

ついてはその計算単位につき、その他のものについては１

件につきそれぞれ定める額とする。 
 ⑴～(24) 略 
  

 
 
 
 
 
 
 
 

（手数料の納付） 
第２条 市長（市長の命ずる建築主事を含む。）に対して申

請等をしようとする者は、次の各号に定めるところによ

り、手数料を納付しなければならない。この場合において、

当該手数料の金額は、特別の計算単位の定めのあるものに

ついてはその計算単位につき、その他のものについては１

件につきそれぞれ定める額とする。 
 ⑴～(24) 略 

(25) 都市の低炭

素化の促進に

関 す る 法 律

（平成２４年

法 律 第 ８ ４

号）第５３条

第１項の規定

による認定の

申請に対する

低炭素建築

物新築等計

画の認定申

請手数料 

申請１件につき次のア

及びイに掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ当

該ア及びイに定める額

を合算して得た額 
ア 低炭素建築物新築

等計画が都市の低炭

素化の促進に関する

法律第５４条第１項
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審査 各号に掲げる基準に

適合していることを

示す書類（住宅の品質

確保の促進等に関す

る法律（平成１１年法

律第８１号）第５条第

１項に規定する登録

住宅性能評価機関又

はエネルギーの使用

の合理化に関する法

律（昭和５４年法律第

４９号）第７６条第１

項に規定する登録建

築物調査機関が作成

したものに限る。）が

提出された場合 次

の (ア)から (ウ)までに掲

げる建築物の区分に

応じ、それぞれ当該(ア)
から (ウ)までに定める

額を合算して得た額 
 (ア) 一戸建ての住宅

あ５，０００円 
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 (イ) 住宅用途を含む

建築物の住戸部分

あ次の表の左欄に

掲げる申請住戸数

（申請に係る住戸

を含む１の建築物

の住戸のうち同時

に申請された住戸

の数をいう。以下同

じ。）に応じ、それ

ぞれ同表の右欄に

掲げる額 
申 請 住

戸数 
手数料の

額 
１戸 ５，００

０円 
２ 戸 以

上 ５ 戸

以内 

１０，０

００円 

６ 戸 以

上 １ ０

戸以内 

１８，０

００円 

１ １ 戸 ３１，０
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以 上 ２

５ 戸 以

内 

００円 

２ ６ 戸

以上 
５２，０

００円 
(ウ) 住宅用途を含む

建築物（住戸部分を

除く。）及び非住宅

建築物 次の表の

左欄に掲げる床面

積の合計の区分に

応じ、それぞれ同表

の右欄に掲げる額 
床 面 積

の合計 
手数料の

額 
３ ０ ０

平 方 メ

ー ト ル

以内 

１０，０

００円 

３ ０ ０

平 方 メ

ー ト ル

を 超 え

３１，０

００円 
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５ ０ ０

平 方 メ

ー ト ル

以内 
イ アに規定する場合

以外の場合 次の (ア)
から (エ)までに掲げる

建築物の区分に応じ、

それぞれ当該 (ア)から

(エ)までに定める額を

合算して得た額 
 (ア) 一戸建ての住宅

３８，０００円 
 (イ) 住宅用途を含む

建築物の住戸部分

あ次の表の左欄に

掲げる申請住戸数

に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる

額 
申 請 住

戸数 
手数料の

額 
１戸 ３８，０
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００円 
２ 戸 以

上 ５ 戸

以内 

６６，０

００円 

６ 戸 以

上 １ ０

戸以内 

９６，０

００円 

１ １ 戸

以 上 ２

５ 戸 以

内 

１４０，

０００円

２ ６ 戸

以上 
２０３，

０００円

 (ウ) 共同住宅の共用

部分 １１１，００

０円 
(エ) 住宅用途を含む

建築物の住宅用途以

外の部分及び非住宅

建築物あ次の表の左

欄に掲げる床面積の

合計の区分に応じ、

それぞれ同表の右欄
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(25) 長期優良住 長期優良住 ア 長期優良住宅の普

に掲げる額 
床 面 積

の合計 
手数料の

額 
３ ０ ０

平 方 メ

ー ト ル

以内 

２５０，

０００円

３ ０ ０

平 方 メ

ー ト ル

を 超 え

５ ０ ０

平 方 メ

ー ト ル

以内 

４１２，

０００円

( 2 6 ) 都市の低炭

素化の促進に

関する法律第

５５条第１項

の規定による

認定の申請に

対する審査 

低炭素建築

物新築等計

画の変更の

認定申請手

数料 

前号ア及びイに掲げる

建築物の区分に応じ、そ

れぞれ当該ア及びイに

規定する額に２分の１

を乗じて得た額を合算

して得た額 

(27) 長期優良住 長期優良住 ア 長期優良住宅の普
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宅の普及の促

進に関する法

律（平成２０

年法律第８７

号）第５条第

１項から第３

項までの規定

による認定の

申請に対する

審査 

宅建築等計

画の認定申

請手数料 

及の促進に関する法

律第６条第１項各号

に掲げる基準に適合

していることについ

て、住宅の品質確保の

促進等に関する法律

（平成１１年法律第

８１号）第５条第１項

に規定する登録住宅

性能評価機関による

審査を受けた住宅 
(ア) 略 
(イ) 共同住宅等 申

請１件につき１３，

０００円を当該共

同住宅等において

申請をしようとす

る住戸の合計数で

除して得た額（その

額に１００円未満

の端数があるとき

は、これを切り捨て

た額） 

宅の普及の促

進に関する法

律（平成２０

年法律第８７

号）第５条第

１項から第３

項までの規定

による認定の

申請に対する

審査 

宅建築等計

画の認定申

請手数料 

及の促進に関する法

律第６条第１項各号

に掲げる基準に適合

していることについ

て、住宅の品質確保の

促進等に関する法律

第５条第１項に規定

する登録住宅性能評

価機関による審査を

受けた住宅 
 

(ア) 略 
(イ) 共同住宅等 申

請１件につき１３，

０００円を申請住

戸数で除して得た

額（その額に１００

円未満の端数があ

るときは、これを切

り捨てた額） 
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イ アに規定する審査

を受けていない住宅 
(ア) 略 
(イ) 共同住宅等 申

請１件につき１２

７，０００円を当

該共同住宅等にお

いて申請をしよう

とする住戸の合計

数で除して得た額

（その額に１００

円未満の端数があ

るときは、これを

切り捨てた額） 
( 2 6 )～( 7 3 ) 略 

２ 前項第３０号アの表の床面積の合計は、次の各号に掲げ

る場合の区分に応じ、当該各号に定める面積について算定

する。 
⑴～⑷ 略 

３ 第１項第３２号の表の床面積の合計は、建築物を建築し

た場合（移転した場合を除く。）にあっては当該建築に係

る部分の床面積について算定し、建築物を移転した場合に

あっては当該移転に係る部分の床面積の２分の１につい

イ アに規定する審査

を受けていない住宅 
(ア) 略 
(イ) 共同住宅等 申

請１件につき１２

７，０００円を申

請住戸数で除して

得た額（その額に

１００円未満の端

数があるときは、

これを切り捨てた

額） 
 
 

(28)～( 7 5 ) 略 
２ 前項第３２号アの表の床面積の合計は、次の各号に掲げ

る場合の区分に応じ、当該各号に定める面積について算定

する。 
⑴～⑷ 略 

３ 第１項第３４号の表の床面積の合計は、建築物を建築し

た場合（移転した場合を除く。）にあっては当該建築に係

る部分の床面積について算定し、建築物を移転した場合に

あっては当該移転に係る部分の床面積の２分の１につい



10 

て算定する。 
４ 第１項第４３号の手数料は、行政文書の公開を行う１の

実施機関をもって１件とする。 
５・６ 略 
 
（手数料の納付） 

第３条 手数料は、申請のとき納付しなければならない。（前

条第１項第４３号の手数料を除く。） 
２ 略 
 
（手数料の減免等） 

第５条 略 
２・３ 略 
４ 次の各号いずれかに該当する建築物に係る確認申請又

は計画通知手数料及び完了検査申請又は完了通知手数料

については、第２条第１項第３０号（同号イの表に掲げる

手数料の額を除く。）及び第３２号に定める手数料相当額

の２分の１に相当する額を減額する。 
⑴～⑷ 略 

５ 次の各号いずれかに該当する建築物に係る確認申請又

は計画通知手数料及び完了検査申請又は完了通知手数料

については、第２条第１項第３０号（同号イの表に掲げる

手数料の額を除く。）及び第３２号に定める手数料を免除

て算定する。 
４ 第１項第４５号の手数料は、行政文書の公開を行う１の

実施機関をもって１件とする。 
５・６ 略 
 
（手数料の納付） 

第３条 手数料は、申請のとき納付しなければならない。（前

条第１項第４５号の手数料を除く。） 
２ 略 
 
（手数料の減免等） 

第５条 略 
２・３ 略 
４ 次の各号いずれかに該当する建築物に係る確認申請又

は計画通知手数料及び完了検査申請又は完了通知手数料

については、第２条第１項第３２号（同号イの表に掲げる

手数料の額を除く。）及び第３４号に定める手数料相当額

の２分の１に相当する額を減額する。 
⑴～⑷ 略 

５ 次の各号いずれかに該当する建築物に係る確認申請又

は計画通知手数料及び完了検査申請又は完了通知手数料

については、第２条第１項第３２号（同号イの表に掲げる

手数料の額を除く。）及び第３４号に定める手数料を免除
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する。 
⑴～⑶ 略 

６・７ 略 
８ 第２条第１項第４４号から第７３号までに規定する事

務が次のいずれかに該当する場合は、手数料を免除する。

⑴～⑶ 略 

 

   附 則 

１～３ 略 

（住民基本台帳カード交付手数料の徴収の特例） 
４ 平成２３年２月１日から平成２５年３月３１日までの

間に住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０条

の４４第１項の規定により交付を求められた住民基本台

帳カードの交付手数料については、第２条第１項第６４号

の規定にかかわらず、徴収しない。 

する。 
⑴～⑶ 略 

６・７ 略 
８ 第２条第１項第４６号から第７５号までに規定する事

務が次のいずれかに該当する場合は、手数料を免除する。 
⑴～⑶ 略 

 

   附 則 

１～３ 略 

（住民基本台帳カード交付手数料の徴収の特例） 
４ 平成２３年２月１日から平成２５年３月３１日までの

間に住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０条

の４４第１項の規定により交付を求められた住民基本台

帳カードの交付手数料については、第２条第１項第６６号

の規定にかかわらず、徴収しない。 
 
 


